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 学校給食における食物アレルギーの現状と対策
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 要 旨

背 景: 食物アレルギーは除去食療法がいまだ治療の主体であり, 食物アレルギーが耐性化しない学童は, 学校

給食においても同治療が必要となる. 

目 的: 我が国の学校給食における食物アレルギー対策の現状と問題点を把握し, 今後の指針とする. 

方 法: (社)全 国学校栄養士協議会の研修会に2003年1～3, 月に参加した学校栄養士555名 を対象にアンケー ト

を配布回収した. 

結 果: 食物アレルギー児を抱えている栄養士は76. 0%(422/555)で あり, このうち食物アレルギー食の提供

を行っている施設は68. 7%(290/422)に 過ぎなかった. 除去が必要な抗原は乳製品, 鶏卵, 甲殻 ・貝類, 魚類, 

ピーナツの順で多かった. 学校給食で食物アレルギー症状を経験 したものは27. 2%(151/555)で あり, このう

ち医療機関の受診を要したものは46. 4%(70/151)で あった. 

結 論: 学校給食における食物アレルギー児への対策は現状で満足できるものではない. 全ての食物アレルギー

児に対して個別に対応し, 食物アレルギー食を提供できる理想的な環境を整える努力を始める必要がある. 

 はじめに

 食物アレルギーはその多くが乳児から幼児早期に発

症する. 小児に多い原因抗原は鶏卵, 乳製品, 小麦で

あり, これ ら抗原は加齢にともない自然耐性化する例

が多い. しかしそば, ピーナツ, 甲殻類, 果物類など

は耐性化しにくい抗原と考えられており, 加えてこれ

ら抗原は学童期以降に発症してくる場合も多い1, 2). 

 平成13年 度の学校給食実施率は小学校が98. 5%(約

720万 人), 中学校が67. 5%(約270万 人)と 高い3). つ

まり我が国の小児のほとんどが学校給食の恩恵に授か

り, また一方で食物アレルギー児は学校で症状発症の

リスクを背負うこととなる. 実際に家庭以外での食物

アレルギーアナフィラキシーの発症の割合は多く, 特

に学校における発症の報告が多い4-8). 欧米ではエピ

ネフリン自己注射器の普及が進んでおり, カナダでは

1. 2%の 児童が保有している9). それに伴い学校におけ

る対応も進んでいる5, 6). 一方で我が国においてはやっ

と自己注射器が処方できるようになりつつある段階で, 

当然学校における緊急時対策は進んでいない. 今回は

学校給食における食物アレルギー児への対策状況を調

査し, 現段階で学校給食のおかれている問題点を指摘

し, 今後の指針 とすることを目的とする. 

 対象および方法

 (社)全 国学校栄養士協議会主催の自主研修に2003

年1～3, 月に参加した全国の栄養士555名 を対象とし, 

アンケー ト用紙を配布し回収 した. 自主研修は学校給

食に関する幅広い知識の取得を目指したものであり, 

テーマは基本的な栄養学から小児のこころの問題まで

取り上げており, 食物アレルギーに特化したものでは

ない. またアンケー ト施行は研修会案内に事前に協議

会よりアナウンスがあり, 食物アレルギーに関する講

演後に配布され, 回答後速やかに回収した. アンケー

トは栄養士の勤務状況, 食物アレルギー児の有無, 除

去食品, 食物アレルギー対策の具体的な方法, 学校給

食における食物アレルギー症状, 今後の学校給食にお

ける食物アレルギー対策への課題に関して質問し, 選

択方式の回答とした. 調査より過去1年 の事例に関し

て回答され, 勤続1年 未満のものは勤務開始よりの事

例に関して回答された. 

 平成15年 度の全国学校栄養士協議会会員数は11, 909
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名であり4. 7%に 相 当する3). 回収 率は100%で あった. 

特 定 の学校1校 のために配置 されている調理場(以 下

単独調理場)に 勤務 している栄養士が315名(小 学校

216名, 中学 校51名, 養 護学校21名, 不 明27名), 複

数 校の学校に対 して配置 されている調理場(以 下共同

調理場)に 勤務 している栄養士が240名(小 学校23名, 

中学校13名, 小 中合 同188名, 不 明16名)で あった. 

ア ンケー ト中にお ける食物ア レルギー児は栄養 士が判

断 したものではなく, 医 師がその診断を行った もの と

している. 2群 問 の割合の差 はx二 乗検定を, 平均値

の差の検定にはt検 定を用い, p<0. 05を 有意差あ りと

した. 分析にはSPSS for windows veL9. 0. 1Jを 用 いた. 

 結 果

1. 学校 給食における食物ア レルギ-児 への対応

 食 物アレルギー児がいる調理場は76. 0%(422/555)

(単独調理場71. 7%(226/315), 共 同調理場81. 7%(196/

240))で あ り, こ の うち児 に対 して何 らかの対応 を

行っているものが84. 1%(355/422)(単 独 調理場94. 2%

(213/226), 共 同調理場72. 4%(142/196))で あ った. 

対 応 の 内訳 は除去食 を提供 してい る ものが66. 2%

(235/355), 代 替食 を提供 しているものが27. 6%(98/

355), 別 献立で特別食を提供 しているものが3. 1%(11/

355), 詳 細 な献立を配布 し保護者または患児に判断を

促 している対応 が30. 7%(109/355)で あった(複 数回

答). この うち献立を配布 しているだけでアレルギー食

対応(除 去食, 代 替食, 別献 立)を していないものは

18. 3%(65/355)で あ った. これ を消極的な対応 とする

と, 食 物アレル ギー患児がお り, かつ積極的なア レル

ギー食 の提供が行われている施設は68. 7%(290/422)

(単独 調理場84. 5%(191/226), 共 同調理場50. 5%(99/

196))に 過 ぎなかった. ア レルギー食の内訳を見ると, 

除去食の提供は単独調理場が有意に多 く (p<0. 001), 

献 立 配布のみの消極的な対応は共同調理場が有意に多

かった(P<0. 001). 代替 食の提供を行っているのは単

独調理場が23. 9%(54/226), 共同 調理場が22. 4%(44/

196)で あ り両群間に有意差を認 めなかった(P=0. 14)

(図1). 

2. 学 校給食で除去 を要する食品

 除去食品は乳製品, 鶏 卵, 甲殻 ・貝類, 魚 類, ピー

ナ ツ, 果物 類が多かった(表1; 抗原 は10名 以 上が除

去 しているものを示 した). 甲殻 ・貝類 はエ ビ, 魚類

はサバ, 果 物類はキウイが多勢 を占めた. 

3. 学 校給食で発症 した食物ア レルギー

 これまでに学校給食で食物アレル ギー症状 を経験し

た栄養士は27. 2%(151/555)で あ り, この うち医療機

関の受診を要 したものは46. 4%(70/151)で あった(図

2). 

 給食 で食物アレルギー症状が出現し, そ の原因が判

明した147名 に 関して, 「新たに食物ア レルギー食 品が

見つかった」のが49. 0%(72/147)で 最 も多かった. 

図1 学校給食におけるアレルギー食提供状況

 単独調理場除去食

 共同調理場除去食

 単独調理場代替食

 共同調理場代替食

 単独調理場特別食

 共同調理場特別食

単独調理場献立のみ

共同調理場献立のみ

単独調理場: n=226

共 同調理場: n=196

＊**: p<0. 001



学校給食における食物アレルギーの現状と対策 253

以下 「除去食を提供 していなかった」が20. 4%(27/147), 

「他 児 の給 食 を患 児が食 べ て しま った」が17. 0%

(25/147), 「調理過程で混入」が8. 8%(13/147), 「配

膳時の混入」が2. 7%(4/147), 「原 材料製造過程 での

混入」が2. 0%(3/147)で あった. 

4. 学校 給食における問題点

 学 校給食 における問題点を10項 目か ら3項 目を選択

する形式で集計 した(表2). 最 も多い意見は, 「食物

ア レルギー児に携わるスタッフ(主 治医, 学校 医, 両

親, 栄養 士, (養護)教 師)の 連携 強化」であった. 

以 下, 「栄 養士の人的充実」, 「栄養士の知識の向上」, 

「調理場の設備充実」が40%を 越 え, 「地方 自治体 ・

教育委員会の認識の向上」, 「教育現場における教師の

認識の向上」, 「両親の認識の向上」, 「主治医問での認

識の統一」の順 に支持を集めた. 「病態解明」, 「栄養

評価の必要性」の支持は低かった. 

 考 察

 全 国で毎 目約990万 人 の児童生徒が学校給食 を食べ

ている. わ が国の食物アレルギー有病率は2～9%程 度

と考 えられている事から2), 少 な く見積 もっても約20

万人の食物アレルギー児が学校給食を食べている. 今

回の調査でアレルギー食の提供率は68. 7%に 過 ぎず, 

約6. 3万 人 の児童, 生 徒が毎 目食物アレルギー症状の危

険に晒されている事 となる. 食 物はアナフィラキシー

を誘発する代表的な抗原の一つであり10), またその発

症 は家庭以外, 特 に学校で起 こる事が多い4-8). アナ

フィラキシー症状は極めて速やかにまた重篤化 しうる

ため, そ の発症予防が重要な課題 となる. 

 学校 給食 における食物アレルギー発症予防の観点か

表1 学校給食で除去が必要な食品

除去数が10名以上の食品を項目として挙げた

図2 学校給食で発症した食物アレルギー

N=555

表2 学校給食における食物アレルギ-対 応に関する問題点
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ら, アレルギー食の提供は根本的で重要である. 今回

の調査でも学校給食における食物ア レルギー症状の

20. 4%が アレルギー食を提供できていなかったことが

原因であった. 現状での提供率は単独調理場が84. 5%

と共同調理場の50. 5%に 比べ圧倒的に高かった. 今後

単独調理場はアレルギー食対応100%へ 向けた一層の

努力が求められる. また単独調理場の代替食提供率は

共同調理場のそれと差がなく, 啓発の必要性を感じる. 
一方で共同調理場のアレルギー食提供率の低さは, 単

に扱 う給食数の多少に依存していることが考えられる. 

1, 000食 以上を一度に扱 う共同調理場は48. 7%に 及び3), 

これら調理場がきめの細かい個別対応を行 う事が困難

であることは想像に難 くない. 共同調理場のア レル

ギー食対応へ向け, 物理的問題を解決する抜本的改善

策を考える必要がある. 

 学校給食は児童の1目 栄養所要量の約1/3を 担い, 児

の健やかな成長発達に大きく貢献している. 特に除去

頻度の最も多かった乳製品(主 に牛乳)に 多く含まれ

るカルシウムは1目 所要量の約50%を 学校給食に依存

しており, 安易な牛乳除去指導は想像以上に患児に対

して栄養面への不利益を与える事となる. 不要な除去

指導が継続されないよう注意する必要がある. 

 こうした実情の中, 学校栄養士は 「患児に携わるス

タッフの連携強化の必要性」を最優先課題として挙げ

ていた. これは当然医療側にも向けられており, 我々

の学校給食への積極的な取り組みが求められていると

真摯に受け止めるべきである. 我々は学校給食へもっ

と眼を向けて, 指導力を発揮しなければならない. 

 学校給食における食物アレルギー児への対応はまだ

十分とは言いがたい. 今後患児に関わる医師を筆頭に, 

栄養士, 調理士, 教諭, 養護教諭らに注意を喚起し, 

早急な対応の充実が望まれる. 
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 PROBLEMS OF FOOD ALLERGY IN SCHOOL LUNCH 

 Takanori Imai, Yasuhei Odajima 

 Showa University School of Medicine, Department of Pediatrics 

Background: Schoolchildren who have not acquired tolerance against food allergy require food elimination even in 

school lunch. 

Objectives: We intend to understand the present conditions and issues of measures against food allergy in school 

lunch. 

Methods: We distributed questionnaire to 555 dieticians who had attended to the conference held by Japanese school 

dietician association. The reply of the questionnaire was 100%. 

Results: Dieticians who had taken care of food allergy children were 76. 0% (422/555). School meal providing facilities 

with special menu for food allergy children were only 68. 7%. The most common food allergen was milk products 

followed by hen's egg, shell, selfish, fish, and peanuts. Dieticians who had faced food allergic reaction of schoolchildren 

after ingestion of school lunch were 27. 2% (151/555). Among these cases, medical cares were necessary in 46. 4% 

(71/151) of the cases. 
Conclusions: Countermeasures against problems of food allergy in school lunch seem to be unsatisfactory judging 

from our survey. With increasing number of schoolchildren with food allergy, it is necessary to provide special menu 

for these children in each school lunch providing facility. 


